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近年の公立病院に関する医療政策の動向①

【地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に
関する法律（平成26年６月1８日成立）】

【医療法の一部を改正する法律（平成27年９月１６日成立）】

① 都道府県による地域医療構想の策定（H２７．４～）
・医療機能ごとに２０２５年の医療需要と病床の必要量を推計。
・上記推計を基に、目指すべき医療提供体制（医療機能の分化・連携等）を実現
・平成２８年度中に全都道府県で作成済み。

② 地域医療介護総合確保基金を設置（H２６．６～）
・地域医療構想の達成や地域包括ケアシステムの構築が目的。
・対象経費について、国が２／３、都道府県が１／３それぞれ負担。

① 地域医療連携推進法人制度の創設（H２９．４～）
・医療機関相互間の機能分担及び業務連携を通じて、質の高い医療を効率的に提
供するための制度。
・診療機能や病床機能の再編、医薬品等の共同購入、医療従事者の共同研修等の
医療連携推進業務等を実施する。
・都道府県知事の認定は、地域医療構想との整合性に配慮するとともに、都道府
県医療審議会の意見を聴いて行う。
※Ｒ３年７月１日時点で２８法人（うち公立病院が参加する連携法人は１５）
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近年の公立病院に関する医療政策の動向②

【地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律
（平成29年5月26日成立）】

【医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年７月1８日成立）】

① 都道府県における医師確保計画の策定（H３１．４～）
・定量分析に基づき、医師確保方針、目標医師数、具体的施策を定める。
・３年毎に内容を見直し、長期的な医師偏在是正の目標年を２０３６年とする。
・令和２年度より医師確保計画に基づく医師確保対策の実施。

② 医師の臨床研修病院指定権限等の都道府県への移譲（R２．４～）
・国が示した基準を元に、都道府県が指定を行い、医師確保及び人材育成を推進。
・指定に当たっては、地域医療対策協議会の意見を聴くこと。

① 介護医療院の創設（H３０．４～）
・増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応が目的。
・経過措置６年間の間に介護療養病床を順次転換する。
・要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の介護」を
一体的に提供し、地域包括ケアシステムを強化。
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近年の公立病院に関する医療政策の動向③

【働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年6月29日成立）】

① 医師の時間外労働規制施行（R６．４～）
・時間外労働の上限について、医師にも原則適用。勤務医には特例措置あり。
・労働環境の改善を通じて、医師確保及び人材育成を推進。

【良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の
一部を改正する法律（令和3年5月２1日成立）】

① 医師の時間外労働規制適用開始に向けた措置（R６．４に向けて段階的に施行）
・地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用
する医療機関を都道府県知事が指定。
・当該医療機関に対する健康確保措置の義務化。

② 地域医療構想の実現に向けた医療機関の再編支援（R３．５～）
・病床機能再編支援事業を地域医療介護総合確保基金に位置付け。
・認定再編計画に基づき再編を行う医療機関に対する税制優遇措置。

③ 医療計画の記載事項に新興感染症等に関する事項を追加（R６．４～）
・新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の
医療計画への位置付け。
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（厚生労働省作成資料）
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